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原都府地球温暖化対策条例第18条第1項 (第18条第2項、第18条第3項)の 規定によ り提出 します。

特定事業者の
主たる業種 電気機械器具製造業

該当する事業
者要件

F京 都府地球温暖化対策条例施行規則第10条第1号該当事業者 (大規模エネルギー使用事業者 (原油に換算

「

して1,500キロリットル以上))
京都府地球温暖化対策条例施行規則第10条第2号又は第3号該当事業者 (大規模運送事業者 (トラックス
ほバス100台以上/タ クシー150台以上/鉄 道車両150両以上)
京都府地球温暖化対策条例施行規則第 10条 第4号 該当事業者 (その他の温室効果ガスの大規模排出事
業者 (二酸化炭素に換算して3,000トン以上))

戸

計 画 期 間 平成  18 年  4 月 平成 20  を F 3 月
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ヤ」ミットメントより抜球十】・
フォマンスの確実な実践 :省エネルキモ、省資源、化学物質削減、廃棄物排出量削減を実践する。ハ

推 進 体 飢 社長を環境軍美経営者とする 1全社環境組織」を設置し、IS014001を円滑且つ効率的に運営する事により、
省エネを計画的に旦つ確実に実施する。

年度 ごとの具

体的な取組及
び措置

エ そ

工場製造部門(亀岡) Dヨウ
・
ェ十ション設備導入による自家発電電力使用及び ・発生蒸気利用。

18、 19 工場製造部門(亀岡) ②省エネ型樹旗成形機導入、③自家窒索製造装置運転の高効率化。

18、 19 原動源供給部F目
F″ の標り拡机に弔心 した向とエア~・本 の家格と刀経馬を徳匠す る。
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推進により、空観温度夏場28t 冬 場20t霞 定を厳転

18、 19 共用場所
み ▼ タイフ雲光照明への民新、の人霧W,一 による目勘消 点灯渉み の専入 、
長人堂での消灯厳守。

温室効果ガス
の排出量等 排出区分

基準午慶 く其演,

(17)年 度
(こ酸化炭索族算 てt))

日楳 年 度 く計 回 )

(19)年 度
〈二酸化炭兼決算 (t))

内」滅畢

(計画)
(%)

A事 業所等排出区分 12,046 t 11,600  t - 3 7 %

B rsa送車両排出区分 t t %

cそ の他排出区分 t t %

排出合計 =1               12,046  t ,2              11,600 t - 3 . 7 %

その他の地球
温暖化対策に
よる温室効果
ガスの削減量
等

対策等の区分
目標年度 (計画)

(二函 ヒ炭素換算 〈t

森林の保全及び整備 〈整備面積) 〈吸収量) t

府内産の本材の利用 〈利用■) m' (HU滅置) t

自然エネルギーを利用 した電
力又は熱の供給

〈売電■) kwh (肖」競コ t

〈熱供給工) G」 (肖Ⅲ減弱 t

グ リー ン電力の購入 (購入抵) kwh (削競室) t

削減量等合「t t

差 引排 出量

〈排出合計―削減等合計)

基準年度 (実績) 目標年度 (計画) 削減率 (計画)
Ⅲl               12,046  t て,2)―(,3)        11,600  t -37%

特 記 事 募 不r■では、環第マネ/メントシステムを導入 した1996年から省工4に係る統計を収つてお り、省エネ活動につV てヽは生産個数原単位

隼播『名温う撃格高塁を花!9,:続岩塵辱晋ほ盛廷蟹整χ流貿疹動採猪縁浦t績登違岳E算椋渇置犠せ彊ぶ!ぁ餓摺拝寄
非効率性のある要素を対策したため、2003年度の工和ギー使用量が6499KLであつたのが、2005年度には3061XLに抑える
事が出来た。 (省珠対策を取らなかつたら、2005年度は3490KLになると予測された。)
亀岡事業場では、2001年度のイ'さ―使用量が3614Kとであったのに対し、2005年度では4434KLに増加 したが、製造の
効率化を重点とした省エネ施策を進めた結果、生産高原単位においては2001年度が349【レ億円であつたのに対し、2005
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注 1核 当する□には、レ印を記入してください。材定Ⅲ業者以外で自主参加される事業者の方は レ印の記入は不要です。
2 r基 準年度Jと は計画期間の前年度を、 「目源年度Jと は計画期間の最終年度をいいまえ
3「 事業所年排出区分Jと は、京都市内の事業P/r年の事業活動のためのエネルギーの使用に伴い発生する温室効果〃スを、 「輸送車両リト出区分Jと

は、自j2J車延送事業者については使用の本拠の位置を京都府内とするヽ両の排出するf隆効果ガスを、鉄道苺決者については保有する策物車両又
は旅客車両のリト出する温宣効果ノスを、 「そのlt排出区分Jと は、上記以外の京都府内における事業所等の車業活動に伴い発生する●室効果ノス
をいいまえ

4「 特記事項Jに は、平成2年度 (1990年 度)を 基準とした排出室の対比やエネタレギー原判立C02排 出曇、省エネ製品開発などfL者の温室効果
ガス排出削減への貢献、グツーン親達の採用、特定フ,ンなどの条例指定外の温室効果ノスの削減などを記入してください。


